
 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

       

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

  

 

 

 

 

 

１２月２５日の八幡市本会議で、「八幡市

太 陽 光 発 電 設 備 の 設 置 の 規 制 等 に 関 す る 条

例」案を全会一致で可決しました。  

条例の第１条で、太陽光発電設備の設置が

自然環境、男山の景観や生活環境、災害の防

止に影響を及ぼすことから、設置に関して必

要な規制をおこない、住民の生命、財産を保

護し、公共の福祉の増進に寄与することを目

的とすると定めています  

条例で規制の対象となるのは、太陽光発電

設備の設置に伴う立木竹（りゅうぼくちく）

の伐採、切土、盛土や埋め立てなどの造成工

事を含み、５００㎡以上の事業規模です。  

第５条、６条では禁止区域を指定していま

す。禁止区域は、国道１号線より北部の都市

計画法に規定する市街化調整区域で、宅地造

成 等 規 制 法 に 規 定 す る 宅 地 造 成 工 事 規 制 区

域としています。第７条では、自然環境等の

保全または災害の防止のため、特に配慮が必
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山 本 邦 夫 市 議  ９ ８ ２ ・ ８ ８ ４ ４

巌   博 市 議  ９ ８ ２ ・ ９ ６ ６ ３

亀 田 優 子 市 議  ９ ８ ２ ・ １ ２ ７ ７

中 村 正 公 市 議  ９ ８ ３ ・ ８ ３ １ ２

澤 村 純 子 市 議  ９ ８ ３ ・ ６ ２ ７ ５

要と認められる区域を抑制区域に指定し、事

業者に対して、当該区域を事業区域に含めな

いよう求めることができると定めています。

市は任意買収に応じるな 
 施行日は、２０２０年１月１日から。当初、

４月１日実施を想定していましたが、市民の

世論を反映して２月１日、１月１日と２段階

で前倒しして実施することになりました。  

 しかし、すでに着工された工事は規制の対

象外となります。現在、男山山頂ですすめら

れようとしている太陽光発電設備の工事は、

反 対 を 求 め る 市 民 や 議 会 論 戦 を 反 映 し て 中

断しています。事業者から市にたいして、賠

償 目 的 で 土 地 の 買 い 取 り を 求 め て き て い ま

す。市長は、事業者の４億円の買収請求は断

りましたが、任意による買収に応じるとして

います。目的のない土地の購入は、市民の理

解を得られません。市は、毅然とした対応を

おこなうべきです。  

 

   

介
護
保
険
の
利
用
計
画
を
策
定
す

る
八
幡
市
社
会
福
祉
協
議
会
の
ケ
ア

マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
が
、
利
用
者
の
印
鑑

を
無
断
で
作
成
し
押
印
し
て
い
た
問

題
で
、
１
０
月
３
０
日
に
行
政
処
分

が
お
こ
な
わ
れ
ま
し
た
。
１
２
月
市

議
会
・
文
教
厚
生
常
任
委
員
会
で
報

告
が
あ
り
審
議
し
ま
し
た
。 

 

市
社
協
は
、
利
用
者
１
３
９
人
分

の
印
鑑
を
所
有
し
、
本
人
や
家
族
の

同
意

を
得

ず
に

使
用
し
て
い
ま
し

た
。
ま
た
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
業
務

を
適
切
に
お
こ
な
っ
て
い
な
い
と
き

に
減
算
を
せ
ず
に
介
護
報
酬
を
請
求

し
て
い
ま
し
た
。 

介
護
報
酬
５
２
０
０
万
円
返
還 

 

処
分
内
容
は
、
①
新
規
受
入
を
停

止
し
、
報
酬
の
上
限
を
７
割
に
す
る
、

②
組
織
的
な
管
理
体
制
の
構
築
、
記

録
作
成
の
改
善
、
③
介
護
報
酬
の
返

還
請
求
分
と
し
て
２
６
１
２
万
円
、

自
主
返
還
分
と
し
て
２
５
８
４
万
円

の
合
計
約
５
２
０
０
万
円
で
す
。
国

保
連
と
過
誤
調
整
を
お
こ
な
い
、
国
、

府
、
市
へ
そ
れ
ぞ
れ
返
還
さ
れ
ま
す
。

市
に
対
し
て
は
、
ペ
ナ
ル
テ
ィ
分
と

し
て
７
０
０
万
円
返
還
さ
れ
ま
す
。 


